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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第41期

第２四半期累計期間
第40期

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年９月30日

自　2019年４月１日
至　2020年３月31日

売上高 （百万円） 14,129 32,115

経常利益 （百万円） 922 3,753

四半期（当期）純利益 （百万円） 627 2,135

持分法を適用した場合の投資利益 （百万円） － －

資本金 （百万円） 117 105

発行済株式総数 （株） 26,709,600 26,673,900

純資産額 （百万円） 12,212 12,842

総資産額 （百万円） 21,022 17,059

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 23.50 80.18

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益
（円） 23.38 80.04

１株当たり配当額 （円） － 48.00

自己資本比率 （％） 58.10 75.28

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 1,438 2,893

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △281 △895

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 3,741 △2,359

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高
（百万円） 14,247 9,348

 

回次
第41期

第２四半期会計期間

会計期間
自　2020年７月１日
至　2020年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 19.97

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有しておりませんので、記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は前第２

四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行っており

ません。

(1）財政状態及び経営成績の状況

①財政状態の状況

（資産）

　当第２四半期会計期間末における流動資産は、17,826百万円となり、前事業年度末に比べ4,210百万円増加

いたしました。これは、主に現金及び預金が4,898百万円増加したことによるものであります。固定資産は

3,195百万円となり、前事業年度末に比べ247百万円減少となりました。これは、主に無形固定資産が185百万

円減少したことによるものであります。

　この結果、総資産は21,022百万円となり、前事業年度末に比べ3,963百万円増加いたしました。

（負債）

　当第２四半期会計期間末における流動負債は、8,809百万円となり、前事業年度末に比べ4,592百万円増加い

たしました。これは、主に短期借入金が5,000百万円増加したことによるものであります。

　この結果、負債合計は8,809百万円となり、前事業年度末に比べ4,592百万円増加いたしました。

（純資産）

　当第２四半期会計期間末における純資産合計は、12,212百万円となり、前事業年度末に比べ629百万円減少

いたしました。これは、主に配当金の支払いにより利益剰余金が653百万円減少したことによるものでありま

す。

　この結果、自己資本比率は58.1％（前事業年度末は75.3％）となりました。

 

②経営成績の状況

当第２四半期累計期間（2020年４月１日～2020年９月30日）におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染

症の拡大により緊急事態宣言が発令されたことから個人消費や企業活動が制限され、景気が急速に悪化いたしま

した。緊急事態宣言解除後は、景気に持ち直しの動きがみられるものの、先行きは依然として不透明な状況が続

いております。

このような経済環境の中、エンジニア派遣サービス「コグナビ 派遣」におきましては、顧客である機電系大

手製造業の需要が鈍化したことなどから、稼働人員数が前年同期に比べ減少いたしました。技術社員の稼働時間

は、企業活動再開に伴い回復しつつありますが、緊急事態宣言により出勤日数や残業時間が制限されたため前年

同期に比べ減少いたしました。また、派遣法改正、所謂「同一労働同一賃金」の実施に伴い、派遣単価は前年同

期末に比べ上昇しております。

機電系エンジニア人材紹介サービスである「コグナビ 転職」は、今春のテレビCMの効果もあり、当第２四半

期累計期間における新規登録者数が前年同期に比べ増加いたしましたが、企業が採用活動を手控えたため、「コ

グナビ 転職」を利用して成約した転職者数は前年同期を下回りました。「コグナビ 転職」に対しては、機電系

エンジニア以外に転職を希望するITエンジニアからも高い関心が寄せられていたため、７月31日にITエンジニア

人材紹介サービス「コグナビ 転職IT」を開始いたしました。

このような状況の中、当第２四半期累計期間の売上高は14,129百万円となりました。政府からの雇用調整助成

金の受給に加え、派遣人材募集費を削減したものの、売上高の落ち込みやテレビCM等によるプロモーション費用

を計上したことから、営業利益は925百万円、経常利益は922百万円、四半期純利益は627百万円となりました。

なお、当社はエンジニア派遣・紹介事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しておりま

す。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べ

4,898百万円増加し14,247百万円となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は1,438百万円となりました。

これは、主に税引前四半期純利益922百万円の計上によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は281百万円となりました。

これは、主に有形及び無形固定資産の取得による支出383百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は3,741百万円となりました。

これは、主に短期借入れによる収入5,000百万円によるものであります。

 

(3）経営方針・経営戦略等

当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

 

(5）研究開発活動

該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 98,400,000

計 98,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2020年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2020年11月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 26,709,600 26,709,600
東京証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。なお、

単元株式数は100株

であります。

計 26,709,600 26,709,600 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2020年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権（ストックオプ

ション）の行使により発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2020年７月１日～

2020年９月30日(注）
31,200 26,709,600 10 117 10 129

（注）新株予約権の行使による増加であります。
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（５）【大株主の状況】

  2020年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社ラテール・エンタプライズ 東京都千代田区神田鍛冶町３丁目２－４ 9,762 36.55

大久保　泉 東京都港区 1,999 7.48

佐藤　勉 東京都港区 1,127 4.22

松波　方祐子 東京都港区 1,097 4.11

松波　宏紀 東京都港区 900 3.36

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目１１番３号 573 2.14

NORTHERN TRUST CO.(AVFC)RE

IEDU UCITS CLIENTS NON LENDING

15 PCT TREATY ACCOUNT

（常任代理人　香港上海銀行東京支

店カストディ業務部）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON

E14 5NT,UK

（ 東京都中央区日本橋３丁目１１番１

号）

537 2.01

AUGUST YIELD LIMITED
UNIT 1907,19/F DOMINIONCENTRE,43-59

QUEEN'S ROAD EAST,WANCHAI,HONG KONG
532 1.99

本畑　弘人 東京都渋谷区 532 1.99

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海１丁目８－１２ 497 1.86

計 － 17,562 65.75
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2020年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 26,707,100 267,071

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。な

お、単元株式数は100株

であります。

単元未満株式 普通株式 2,500 － －

発行済株式総数  26,709,600 － －

総株主の議決権  － 267,071 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

(１)当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

なお、当四半期報告書は、第２四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、前年同四半期との対比は

行っておりません。

(２)当社の四半期財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりました

が、第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間より百万円単位をもって記載することに変更しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（2020年７月１日から2020年９

月30日まで）及び第２四半期累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、

有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(2020年３月31日)
当第２四半期会計期間
(2020年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,348 14,247

受取手形及び売掛金 3,961 3,429

その他 306 150

流動資産合計 13,616 17,826

固定資産   

有形固定資産 494 544

無形固定資産   

ソフトウエア 1,588 1,337

その他 25 92

無形固定資産合計 1,614 1,429

投資その他の資産 1,333 1,221

固定資産合計 3,442 3,195

資産合計 17,059 21,022

負債の部   

流動負債   

短期借入金 － 5,000

未払金 1,436 714

未払法人税等 198 325

賞与引当金 1,399 1,711

役員賞与引当金 － 20

その他 1,182 1,037

流動負債合計 4,216 8,809

負債合計 4,216 8,809

純資産の部   

株主資本   

資本金 105 117

資本剰余金 117 129

利益剰余金 12,619 11,965

株主資本合計 12,842 12,212

純資産合計 12,842 12,212

負債純資産合計 17,059 21,022

 

EDINET提出書類

株式会社フォーラムエンジニアリング(E35487)

四半期報告書

 9/16



（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

 （単位：百万円）

 
 当第２四半期累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

売上高 14,129

売上原価 9,956

売上総利益 4,172

販売費及び一般管理費 ※ 3,247

営業利益 925

営業外収益  

受取利息 0

受取配当金 0

受取手数料 1

還付加算金 0

その他 0

営業外収益合計 2

営業外費用  

支払利息 4

シンジケートローン手数料 0

営業外費用合計 5

経常利益 922

税引前四半期純利益 922

法人税等 295

四半期純利益 627
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：百万円）

 
 当第２四半期累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 922

減価償却費 347

賞与引当金の増減額（△は減少） 312

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 20

受取利息及び受取配当金 △0

支払利息 4

シンジケートローン手数料 0

売上債権の増減額（△は増加） 531

未払金の増減額（△は減少） △552

その他 △12

小計 1,573

利息及び配当金の受取額 0

利息の支払額 △5

法人税等の支払額 △129

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,438

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形及び無形固定資産の取得による支出 △383

差入保証金の差入による支出 △1

差入保証金の回収による収入 164

資産除去債務の履行による支出 △59

投資活動によるキャッシュ・フロー △281

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 5,000

リース債務の返済による支出 △5

株式の発行による収入 23

配当金の支払額 △1,276

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,741

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,898

現金及び現金同等物の期首残高 9,348

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 14,247
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

前事業年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染症の収束時期等を含む仮定

について、重要な変更はありません。

また、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、技術社員に対して支給した休業手当等について、雇用調整

助成金の特例措置の適用を受け、助成金の支給額496百万円を売上原価から控除しております。

 

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 当第２四半期累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

給料及び手当 714百万円

賞与引当金繰入額 203

役員賞与引当金繰入額 20

減価償却費 302

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
当第２四半期累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

現金及び預金勘定 14,247百万円

現金及び現金同等物 14,247

 

（株主資本等関係）

当第２四半期累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,280 48 2020年３月31日 2020年６月25日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後と

なるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

当社は、エンジニア派遣・紹介事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
当第２四半期累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

（1）１株当たり四半期純利益 23.50円

（算定上の基礎）  

四半期純利益（百万円） 627

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 627

普通株式の期中平均株式数（株） 26,687,215

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 23.38円

（算定上の基礎）  

四半期純利益調整額（百万円） －

普通株式増加数（株） 126,301

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

 

－

 

（重要な後発事象）

（自己株式の取得）

　当社は、2020年11月５日開催の取締役会において、会社法第１６５条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第１５６条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について、以下のとおり決議しました。

 

１．自己株式の取得を行う理由

機動的な資本政策の遂行及び資本効率の向上を図るため。

２．取得に係る事項の内容

（１）取得対象株式の種類　　当社普通株式

（２）取得し得る株式の総数　1,200,000株（上限）

　　　（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合4.5％）

（３）株式の取得価額の総額　1,100百万円（上限）

（４）取得期間　　　　　　　2020年11月６日～2021年４月30日

（５）取得方法　　　　　　　取引一任契約に基づく市場買付

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年11月６日

株式会社フォーラムエンジニアリング

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 阿部　博　　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩瀬　弘典　　㊞

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フォー

ラムエンジニアリングの2020年４月１日から2021年３月31日までの第41期事業年度の第２四半期会計期間（2020年７月１

日から2020年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フォーラムエンジニアリングの2020年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

 

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠

していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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